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退職手当の見直しは今後の交渉課題！
60歳以降の雇用、賃金・労働条件を含めた、総合的な対応が必要！

9月7日発出の「勧奨退職のお知らせ」記載の退職手当見直しに、惑わされませんように！
決まってもいないことを勝手に書くな！

　当局は9月7日、「勧奨退職の実施について（依命通知）」を発出しました。

　この添付文書「平成24年度の勧奨退職について（お知らせ）」には、「国家公務員の退職手当の見直し」として、8月7日に閣議決定された内容に基づいた計算例が記載されています。

　しかし、同文書にも記載されていますが、国家公務員の退職手当については、閣議決定はされても、いまだ法案が可決される目途すら立っていません。

　当然のことながら、県当局から県労連に対し、何の提案もなく交渉も行っていません。

　現時点では、県職員はおろか、国家公務員も何も決まっていません。決まってもいないことを既成事実化することは、労使の信頼関係を損ねるものです。

　また、このことをもって、後々「制度変更に当たって十分な周知期間を設けた」と言うつもりかもしれませんが、そうはいきません。「周知」とは、「決まったこと」を知らせることですから！

提案するなら、神奈川らしい内容を！

　県労連として、9月20日に交渉を設定しています。この秋の交渉で、当局は退職手当問題を主要議題として提案してくるはずです。

　しかし、これまでのような「国追随」の根拠のない提案では、到底職員の理解は得られません。

　これまで、県行政のために、一生懸命働いてきた職員が納得できる、明確な根拠に基づいた、神奈川らしい提案をすべきです。

年金支給年齢の引上げに対応した

60歳以降雇用制度の再構築を！
　また、退職手当だけでなく、60歳以降の雇用について、制度の見直しが重要です。

　人事院は、「定年の段階的引上げ」を申し出ましたが、政府は「再任用の義務化」を決定しました。

　県では再任用制度はすでに導入されていますが、現行制度は「年金一部支給」を前提とした制度設計であり、年金が支給されなくなることを前提にした賃金・労働条件に再構築する必要があります。

空母母港化39年・原子力空母ジョージ・ワシントン横須賀基地母港化4年抗議
原子力空母配備撤廃を求める神奈川集会に参加を！
○日時：9月25日（火）18時20分から

○会場：横須賀市・ヴェルニー公園

「看護職員の離職防止と労働条件改善を求める署名」１６３万筆を厚生労働大臣に提出
　自治労本部衛生医療評議会は9月11日、厚生労働大臣宛てに署名を提出しました。
　自治労からは、徳永委員長、南部総合政治政策局長、伊藤衛生医療局長、鈴木衛生医療評議会特別幹事、医療の現場から２人が参加し、厚生労働省からは小宮山洋子大臣、藤田一枝政務官が対応しました。

最初に、自治労から徳永委員長が署名を手交し、要請事項にもとづいて意見交換を行いました。
小宮山大臣からは、「163万筆超の署名を重く受け止める。今後、①看護職員の処遇改善にむけたチームなどを作っていきたい、②医療のみならず、福祉職場の雇用を作って行くことも大事である、③女性の働く環境は改善されておらず、官製ワーキングプアに見られる雇用状況の格差を、より均等な働き方にしていく、④看護の質を高める取り組みについて調査を実施し、現場に還元させていく取り組みに重点を置いていくとの考え方が示され、今後も、厚生労働省としてこの問題には積極的に取り組んでいくので、自治労としても知恵を出してほしい、と意見がありました。
　最後に、徳永委員長より、今後も継続した協議の場を求め要請を終えました。
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